
【とき】　平成15年12月11日（木）14：00～16：05
【ところ】南河内府民センタービル3階　講堂
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【質疑応答・議事録】
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大阪自然環境保全協会：Ａ

　森づくり委員会の提案は公開して地域との対話を行い、それを継続しながら策定するのが原則だ。いままで公開していたのか。淀川流域委員会では委員会を作る経過から策定過程がはっきりしている。市民に経過がわかることが重要であり、結果を示されてもあまりよくない。1年前から計画されていたならばここまできた状況や経過、到達点を聞きたい。
(府森林管理課）
　資料に記載のとおり10人の有識者による委員会で、どういった仕組みが考えられるか、4回の議論のほかに個別に意見を伺うなどして検討した。14年度の大阪府農林水産業振興ビジョン等において大阪の森林整備を進めていくこととしている。また、今回示したものは１つの指針であり、市町村と協議するなどして内容を掘り下げていきたい。
　今後、事務所や市町村で対話のできる場所を設定しながら十分に伝わるようにして検討を深めていくものであるのでご了承願いたい。
(A)
　淀川流域委員会では2年10ヶ月の間に300回も公開している。できるだけ公開し、全体の声を拾い上げてもらいたい。
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ＮＰＯ法人里山倶楽部：Ｂ

14年間、炭焼きを中心に活動しているが、新しい森林利用としてバイオマス利用に注目している。
　バイオマス利用は今までは人工林を中心に考えられているが、里山（雑木林）でも考えていきたい。里山は点在していることもあって小規模な活動になる。こういう小規模なバイオマス利用の活動に対して、府としてどのような支援策があるのか。
(府森林管理課)
即答できない。具体的な内容を府へ相談いただければ、府商工労働部のコミュニティビジネス支援事業や林野庁のソフト事業(地元負担の制約はあるが)など、適用事業を紹介することはできる。
　次年度以降に向けて整理をしていきたい。
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大阪府森林組合：Ｃ

　道の整備については、国定公園や保安林などの規制があり、申請に関して大規模な開発と同様に必要書類が膨大に求められる。簡単な作業道などには必要書類の簡素化を図って欲しい。
(府森林管理課)
道は重要であり、できるだけ林業者の使えるように整備したい。治山事業でも道の造成を実施している。しかし、基準や書類等は国で決まっており、申請の手続きについてはしばらくご協力願いたい。
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木材団地：Ｄ

資料を急に見ても分からない。集会実施前に公開すべきだ。ＨＰアドレスもないし、今日ここに来た人などに今後どうやって連絡を取るつもりか。
　また、木材の利用指針の中で木材利用の普及も大切だが、木材の防腐処理については環境保全のことをもっと重要視すべきだ。防腐剤を使って木材を何年もたせるのか。
(府森林管理課)
　ＨＰ連絡先は意見募集のチラシに記載しているとおり。
　木材利用指針はスギ･ヒノキ等の府内産間伐材の利用推進を図りたいと考えている。
　府は、事業の中で可能な限り木材を利用していきたい。コンクリート等に比べ、腐朽劣化するという欠点を持っている。このバランスが難しいが、できるだけメンテナンスフリーで耐久性があるように使っていきたい。業界でも防腐剤の環境負荷の軽減に努力しており、こういった取組にご理解願いたい。 
(D)
記載の耐用年数の基準は土に埋まっている境目や水際などの一番劣化が激しい場合のデータだ。この表現では木材が極めて腐朽に弱いという誤解をまねきかねないので、こういう表現はやめよ。
　また、木材は自然の材料であり、それをメンテナンスフリーで使うという考え方自体が間違っている。木材がよい材料であるならば、なぜもっと使用しないのか。府民センターでもスギ･ヒノキを使ったデッキを配置して使っていくべきではないか。
(府森林管理課)
　場所によって、使い方を適切に考えていきたいし、していかねばならないと思う。
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大阪自然環境保全協会：Ａ

木材利用の低迷とあるが、淀川流域委員会のときに河川の護岸工事に木材使用を建設省(当時)に提言したことがある。浸水した木材は1000年以上もつし、土とうまく混ぜて使っていけばいい。国交省からは木材使用の通達がでたらしいが、府内部では縦割り行政などで伝わっていないのか。
(府森林管理課)
府庁内では木材利用連絡協議会を設けて、木材利用の推進を図っている。土木部も参加し、協力してもらっている。最近、国交省は景観配慮の観点からも木材利用を進めている。府においても泉大津市付近の道路で間伐材の遮音壁の使用事例もあり、来年度もこれを進めていく予定だ。
(南河内農と緑の総合事務所)
公共事業に木材を使うには価格、強度、耐久性の問題があった。現在はこれらの問題もクリアしつつあり、環境に対する問題意識も高まっているので、積極的に木材利用を進めていくつもりだ。ただ、公共事業においては品質の安定性や材料の供給体制などに確実性を求めなければならないという問題は抱えており、また特に木材は需要量が多くなると価格が高くなるという現象もある（普通は量が多いと価格はさがる）。これらを考慮して、できるだけうまく木材を利用していきたい。
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府自然環境保全指導員：Ｅ

　私は、森林にはアカマツ林がいいと思う。人工林は民間でも維持管理できるが、それができない分は行政がすべきと考える。
　大阪府は山、河川、海など含めて、もっと環境のことを上下の組織が噛み合って仕事をしてくれ。農林部の自然保護施策をちゃんと進めて欲しい。先日の新聞では河川汚染のワースト5内に大阪の川が挙がっている。
(府森林管理課)
大阪湾の再生などもプロジェクト決定されている。すぐに環境がよくなることは難しいが河川整備計画など着実に進めているところである。ご意見については関係部局にも伝達したい。
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ちはや星と自然のミュージアム：Ｆ

バイオマスの里づくりの考えはいいが、当千早赤阪村で事業がないのはなぜか。地域でそういう動きのある場所しかできないのか。
(南河内農と緑の総合事務所)
南河内管内では河南町、河内長野市で森づくり委員会を行っている。千早赤阪村でもそういう地域があるとは聞いているし、府民の森というフィールドもあるので、できたら委員会が立ち上がればいい。もちろん、千早赤阪村に限定するものではない。こういう委員会ではキーパーソンとなる人物の存在、地元の意思も大切で、そういう情報があればよろしくお願いしたい。
(府森林管理課)
バイオマス計画等での地域の列挙は先行事例であり、この場所だけに限るものではない。新たな立ち上げ、取組もあるので、そのときは事務所へ相談や情報提供等あれば支援等もしていきたい。
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ＮＰＯ法人里山倶楽部：Ｇ

森づくり委員会組織図のイメージでは、サポート協議会は府、委員会は地元が設置主体となっているようだが、委員会では会議などの運営、事業・調査の費用は地元負担になるのか。これらの予算化はどうするのか。府は人や情報を出す程度にとどまるのか。
(府森林管理課)
昨日もこの質問があったが、今の段階では資金はない。支援対策としては内部でも検討を考えている。まちづくりボランティアの分野では少しずつ形ができていると聞いており、地域で扱いやすい規模の助成などはある程度考えていかねばならない。制度化についても市町村と調整し、引き続き検討を進めていきたい。 
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堺市：Ｈ

人材の派遣やボランティアの仲介が主体のようだが、所有者にとってはどうしてもらえるのか。
(府森林管理課)
　所有者に対しては現行の事業による支援しかできない。森林プラン策定検討委員会の中では、森づくり委員会は個人給付型から自立支援型に移行していくべきとの意見もある。ただ、所有者も含めた地域が結集し活動していくのであれば、NPO提案型の事業や他事業も利用した支援も進めていきやすい。
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府地球温暖化防止活動推進員：Ｉ

木の伐採方法について意見を述べたい。このまま温暖化がすすむと大阪の気温は沖縄を超えてしまう。真夏に葉のついた木の枝を切り落とすのはどうか。何度市町村に言っても、公園や街路樹の伐採方法を改めない。府から指導をして欲しい(いろんな会があれば来て発言しているのだが)。落ち葉が散って困るという方の意識改革もして欲しい。
　また、これからはこういう会があれば温暖化防止委員にも連絡が欲しい。
(府森林管理課)
当室としては市街地の緑化を推進していることもあり、緑陰は残して欲しい立場で、管理等担当課に申し入れてはいるのだが。
　しかし、聞くところによると、秋の落葉、毛虫の発生、電線に架かるなどの理由から管理者に対して伐採せよとの苦情や相談が多いようである。担当課では府民が望んでいるものが何であるかによってこのような管理を進めているのだと思う。連絡については検討する。
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大阪自然環境保全協会：Ａ　

この提案には、どこで、何時、誰が、いくらなどの具体的なものが全くないが、どうなっているか。
　また、国では2年前から緑の雇用担い手事業がはじまっているが、府ではどの様な使途か。
(府森林管理課)
費用については案に入れていない。従来の林業施策の予算の範囲内でバイオマスや木材利用事業も含めて、こういう取組を進めていくと考えている。日本のバイオマス全体の動きの中で細かく補助制度があので、これらも使って進めていきたい（しかし、財政事情もあるので。）。
　緑の雇用事業については、林野庁の事業であり、実施主体は府森林組合が行っている事業である。これについては大阪府域単独での事業化が困難なことから和歌山県の協力により実施している。
